
「業績悪化」で突然解雇（２０２６年４月８日掲載）

合理的な基準の提示なしは無効に

【質問】

会社から「業績が悪い」という理由で突然解雇を言い渡されました。特に問題行

動をした覚えはありません。このような解雇は有効なのでしょうか。

　

【回答】　　　　　　　　　　　　　　　　　

　「業績が悪い」という理由だけで、突然解雇することは簡単には有効とは認めら

れません。労働契約法１６条では「解雇は、客観的に合理的な理由を欠き、社会通

念上相当であると認められない場合は、その権利を濫用したものとして、無効とす

る。」と定められています。

　そして判例上、会社の業績悪化を理由とする解雇、いわゆる整理解雇の場合でも

①人員削減の必要性②解雇を回避する努力（配置転換、希望退職募集、残業削減

等）③解雇対象者の選定の合理性④労働者への十分な説明と協議、という４つの要

件を満たす必要があるとされています。

　具体的には、経営上やむを得ないほど業績が悪化しているのか、配置転換や一時

帰休、希望退職の募集、役員報酬の削減など、解雇を避ける努力が尽くされたのか、

なぜあなたが解雇対象になったのかについて合理的な基準があるのか、そして事前

に十分な説明や協議がなされたのか、といった点の判断がなされます。

　今回は、少なくとも説明などされている事情もなく、４つの要件を満たしている

とは思えませんので、無効となると考えられます。解雇が無効となれば、地位確認

や支払ってもらっていない賃金請求を求めることが可能となりますので、早期に会

社に対して解雇理由書の交付を求め、労働基準監督署や弁護士に相談してみてはい

かがでしょうか。

（弁護士　木下智仁）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　


